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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
2019年度第３四半期

連結累計期間
2020年度第３四半期

連結累計期間
2019年度

 
(自2019年４月１日
　至2019年12月31日)

(自2020年４月１日
　至2020年12月31日)

(自2019年４月１日
　至2020年３月31日)

経常収益 百万円 16,035 16,080 22,852

経常利益 百万円 1,585 1,544 2,172

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 963 1,018 ――

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ―― ―― 1,302

四半期包括利益 百万円 1,399 4,022 ――

包括利益 百万円 ―― ―― △3,808

純資産額 百万円 56,311 54,656 51,103

総資産額 百万円 1,115,875 1,210,396 1,140,580

１株当たり四半期純利益 円 107.28 113.00 ――

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 145.00

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益
円 91.52 96.66 ――

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 ―― ―― 123.72

自己資本比率 ％ 5.00 4.47 4.43

 

 
2019年度第３四半期

連結会計期間
2020年度第３四半期

連結会計期間

 
(自2019年10月１日
　至2019年12月31日)

(自2020年10月１日
　至2020年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 13.39 43.16

（注）１　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動等はなく、

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における経営成績につきましては、経常収益は、銀行業務におけるその他業務収益の

増加などから前年同四半期連結累計期間比45百万円増加して、160億80百万円となりました。セグメント別にみま

すと、銀行業務で124億41百万円（前年同四半期連結累計期間比１億63百万円増加）、リース業務で39億７百万円

（前年同四半期連結累計期間比１億43百万円減少）となりました（セグメント間の内部経常収益を含む。）。一

方、経常費用は、銀行業務におけるその他業務費用の増加などから前年同四半期連結累計期間比85百万円増加し

て、145億36百万円となりました。セグメント別にみますと、銀行業務で110億32百万円（前年同四半期連結累計期

間比１億72百万円増加）、リース業務で37億67百万円（前年同四半期連結累計期間比１億11百万円減少）となりま

した。

　以上の結果、経常利益は15億44百万円（前年同四半期連結累計期間比40百万円減少）となり、また、親会社株主

に帰属する四半期純利益は10億18百万円（前年同四半期連結累計期間比55百万円増加）となりました。なお、セグ

メント経常利益は、銀行業務で14億８百万円の経常利益（前年同四半期連結累計期間比９百万円減少）、リース業

務で１億39百万円の経常利益（前年同四半期連結累計期間比31百万円減少）となりました。

　財政状態につきましては、総資産は当第３四半期連結累計期間中698億15百万円増加して１兆2,103億96百万円と

なり、純資産は当第３四半期連結累計期間中35億52百万円増加して546億56百万円となりました。

　連結ベースの主要勘定につきましては、預金は、当第３四半期連結累計期間中298億33百万円増加して１兆1,039

億78百万円となりました。貸出金は、当第３四半期連結累計期間中270億72百万円増加して6,404億13百万円となり

ました。有価証券は、当第３四半期連結累計期間中223億19百万円増加して4,020億６百万円となりました。

 

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について変更を行っております。詳細は、「第４　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(追加情報）」に記載のとおりであります。
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国内・国際業務部門別収支

　当第３四半期連結累計期間における資金運用収支は合計で前年同四半期連結累計期間比１億21百万円増加し97億

87百万円となりました。

　業務部門別にみますと、国内業務部門においては前年同四半期連結累計期間比45百万円減少し94億57百万円とな

り、国際業務部門においては前年同四半期連結累計期間比１億67百万円増加し３億29百万円となりました。

　また、役務取引等収支は合計で前年同四半期連結累計期間比６百万円増加し△１億53百万円となり、その他業務

収支は合計で前年同四半期連結累計期間比５億23百万円減少し△３億51百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 9,503 162 9,665

当第３四半期連結累計期間 9,457 329 9,787

うち資金運用収益

前第３四半期連結累計期間 9,698 184
3

9,880

当第３四半期連結累計期間 9,654 343
7

9,989

うち資金調達費用

前第３四半期連結累計期間 195 22
3

215

当第３四半期連結累計期間 196 13
7

202

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 △167 8 △159

当第３四半期連結累計期間 △161 8 △153

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 965 11 977

当第３四半期連結累計期間 965 11 976

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,133 3 1,136

当第３四半期連結累計期間 1,126 3 1,130

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 174 △3 171

当第３四半期連結累計期間 △379 28 △351

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 4,318 48 4,367

当第３四半期連結累計期間 4,291 129 4,420

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 4,144 51 4,195

当第３四半期連結累計期間 4,670 101 4,771

（注）１　「国内業務部門」とは国内店の円建取引、「国際業務部門」とは国内店の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。

２　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

　当第３四半期連結累計期間における役務取引等収益は、合計で前年同四半期連結累計期間比０百万円減少し９億

76百万円となりました。

　また、役務取引等費用は、合計で前年同四半期連結累計期間比６百万円減少し11億30百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 965 11 977

当第３四半期連結累計期間 965 11 976

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 259 － 259

当第３四半期連結累計期間 274 － 274

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 317 11 328

当第３四半期連結累計期間 316 11 328

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 25 － 25

当第３四半期連結累計期間 14 － 14

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 147 － 147

当第３四半期連結累計期間 150 － 150

うち保護預り・貸金庫業務
前第３四半期連結累計期間 0 － 0

当第３四半期連結累計期間 0 － 0

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 9 0 9

当第３四半期連結累計期間 10 0 10

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,133 3 1,136

当第３四半期連結累計期間 1,126 3 1,130

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 83 3 86

当第３四半期連結累計期間 81 3 84

（注）　「国内業務部門」とは国内店の円建取引、「国際業務部門」とは国内店の外貨建取引であります。ただし、円

建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,043,346 1,906 1,045,252

当第３四半期連結会計期間 1,102,215 1,763 1,103,978

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 411,469 － 411,469

当第３四半期連結会計期間 487,306 － 487,306

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 630,848 － 630,848

当第３四半期連結会計期間 614,215 － 614,215

うちその他
前第３四半期連結会計期間 1,028 1,906 2,935

当第３四半期連結会計期間 693 1,763 2,456

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 － － －

当第３四半期連結会計期間 － － －

総合計
前第３四半期連結会計期間 1,043,346 1,906 1,045,252

当第３四半期連結会計期間 1,102,215 1,763 1,103,978

（注）１　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」とは国内店の円建取引、「国際業務部門」とは国内店の外貨建取引であります。ただし、

円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
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国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内

（除く特別国際金融取引勘定分）
617,073 100.00 640,413 100.00

製造業 78,485 12.72 83,850 13.09

農業、林業 1,187 0.19 1,442 0.23

漁業 5 0.00 4 0.00

鉱業、採石業、砂利採取業 431 0.07 479 0.08

建設業 23,841 3.86 29,293 4.57

電気・ガス・熱供給・水道業 5,043 0.82 5,747 0.90

情報通信業 6,067 0.98 5,947 0.93

運輸業、郵便業 12,599 2.04 13,361 2.09

卸売業、小売業 44,302 7.18 49,438 7.72

金融業、保険業 11,339 1.84 11,348 1.77

不動産業、物品賃貸業 47,614 7.72 47,954 7.49

各種サービス業 57,864 9.38 67,462 10.53

地方公共団体 115,671 18.74 108,447 16.93

その他 212,620 34.46 215,633 33.67

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 617,073 ―― 640,413 ――

（注）　「国内」とは当行及び連結子会社であります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当ありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当ありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

Ａ種優先株式 10,000,000

計（注） 30,000,000

（注）　当行の発行可能株式総数は30,000,000株であり、普通株式の発行可能種類株式総数及びＡ種優先株式の発行可

能種類株式総数の合計数とは異なります。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2021年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,258,856 9,258,856
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株であり

ます。

計 9,258,856 9,258,856 ―― ――

（注）　提出日現在発行数には、2021年２月１日から報告書を提出する日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年12月31日 － 9,258 － 13,017 － 9,681

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 182,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,959,900 89,599 －

単元未満株式 普通株式 116,956 － －

発行済株式総数  9,258,856 － －

総株主の議決権  － 89,599 －

（注）１　上記の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株

（議決権１個）、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（旧資産管理サービス信託銀行株式会社（信託

Ｅ口））の株式47,700株（議決権477個）が含まれております。なお、当該議決権477個は、議決権不行使と

なっております。

２　上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式85株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

株式会社長野銀行
松本市渚２丁目９番38号 182,000 － 182,000 1.96

計 ―― 182,000 － 182,000 1.96

（注）　「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（旧資産管理サービス

信託銀行株式会社（信託Ｅ口））が所有する当行株式47,700株は、上記自己株式数に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。

 

(1）新任役員

　該当ありません。

 

(2）退任役員

　該当ありません。

 

(3）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

常務取締役 常務取締役人事部長 宮崎　幸男 2020年10月１日
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第４【経理の状況】
１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自2020年10月１日　至

2020年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社長野銀行(E03684)

四半期報告書

10/24



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

現金預け金 105,068 116,078

コールローン及び買入手形 10,000 20,000

金銭の信託 1,014 997

有価証券 ※２ 379,686 ※２ 402,006

貸出金 ※１ 613,341 ※１ 640,413

外国為替 2,735 2,513

リース債権及びリース投資資産 12,197 12,534

その他資産 11,238 10,920

有形固定資産 9,279 9,031

無形固定資産 564 538

退職給付に係る資産 419 432

繰延税金資産 74 71

支払承諾見返 1,437 1,401

貸倒引当金 △6,478 △6,542

資産の部合計 1,140,580 1,210,396

負債の部   

預金 1,074,145 1,103,978

借用金 2,313 41,100

外国為替 － 0

新株予約権付社債 2,965 2,965

その他負債 7,129 3,919

賞与引当金 317 81

退職給付に係る負債 402 405

役員退職慰労引当金 7 6

役員株式給付引当金 56 53

睡眠預金払戻損失引当金 241 119

偶発損失引当金 73 106

繰延税金負債 387 1,600

支払承諾 1,437 1,401

負債の部合計 1,089,477 1,155,740

純資産の部   

資本金 13,017 13,017

資本剰余金 9,722 9,722

利益剰余金 25,484 25,976

自己株式 △702 △598

株主資本合計 47,521 48,118

その他有価証券評価差額金 3,237 6,228

退職給付に係る調整累計額 △128 △128

その他の包括利益累計額合計 3,108 6,100

新株予約権 48 1

非支配株主持分 424 436

純資産の部合計 51,103 54,656

負債及び純資産の部合計 1,140,580 1,210,396
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

経常収益 16,035 16,080

資金運用収益 9,880 9,989

（うち貸出金利息） 6,002 5,834

（うち有価証券利息配当金） 3,860 4,123

役務取引等収益 977 976

その他業務収益 4,367 4,420

その他経常収益 810 693

経常費用 14,450 14,536

資金調達費用 215 202

（うち預金利息） 160 148

役務取引等費用 1,136 1,130

その他業務費用 4,195 4,771

営業経費 8,061 7,836

その他経常費用 ※１ 841 ※１ 595

経常利益 1,585 1,544

特別利益 3 －

固定資産処分益 3 －

特別損失 161 0

固定資産処分損 2 0

減損損失 159 －

税金等調整前四半期純利益 1,427 1,544

法人税等 449 513

四半期純利益 977 1,030

非支配株主に帰属する四半期純利益 14 11

親会社株主に帰属する四半期純利益 963 1,018
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 977 1,030

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 436 2,990

退職給付に係る調整額 △14 0

その他の包括利益合計 422 2,991

四半期包括利益 1,399 4,022

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,385 4,010

非支配株主に係る四半期包括利益 14 11
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１　税金費用の処理

　当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることに

より算定しております。

 

（追加情報）

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

　当行は、取締役（社外取締役を除く）に信託を通じて当行の株式を交付する取引を行っております。

(1）取引の概要

　当行は、取締役の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が中長期的な業績の向

上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する業績連動型株式報酬制度「株式

給付信託（BBT）」を導入しております。

　本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役に対して役員株式給付

規程に従って、役位、業績、中期経営計画達成度等に応じて当行株式および当行株式を時価で換算した金額相当

の金銭（以下、「当行株式等」といいます。）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。な

お、取締役が当行株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

 

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度122百万円、62,700株、当第

３四半期連結会計期間93百万円、47,700株であります。

 

(新型コロナウイルス感染症の影響)

　当第３四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積りに

用いた仮定については、前中間連結会計期間の第２四半期報告書の（追加情報）に記載した内容から重要な変更は

ありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2020年12月31日）

破綻先債権額 1,182百万円 1,145百万円

延滞債権額 13,366百万円 13,212百万円

３ヵ月以上延滞債権額 －百万円 －百万円

貸出条件緩和債権額 457百万円 292百万円

合計額 15,006百万円 14,650百万円

　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2020年12月31日）

1,856百万円 2,166百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

貸出金償却 3百万円 0百万円

貸倒引当金繰入額 94百万円 221百万円

株式等償却 30百万円 －百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

減価償却費 571百万円 508百万円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 271 30.00 2019年３月31日 2019年６月27日

その他

利益剰余金

2019年11月11日

取締役会
普通株式 226 25.00 2019年９月30日 2019年12月９日

その他

利益剰余金

（注）１　2019年６月26日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が所有する当行の株式に対する配当金２百万円が含まれております。

２　2019年11月11日取締役会決議に基づく配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が所有する当行の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当ありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 271 30.00 2020年３月31日 2020年６月26日

その他

利益剰余金

2020年11月12日

取締役会
普通株式 226 25.00 2020年９月30日 2020年12月11日

その他

利益剰余金

（注）１　2020年６月25日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）

（旧資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口））が所有する当行の株式に対する配当金１百万円が含

まれております。

２　2020年11月12日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有

する当行の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当ありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結損益
計算書計上額

 銀行業務 リース業務 計

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 12,203 3,838 16,041 △6 16,035

セグメント間の内部経常収

益
74 211 286 △286 －

計 12,277 4,050 16,327 △292 16,035

セグメント利益 1,418 170 1,588 △3 1,585

（注）１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　外部顧客に対する経常収益の調整額△６百万円は、リース業務の貸倒引当金繰入額であります。

３　セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　銀行セグメントにおいて、営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったこ

とに伴い、事業用店舗３か所の土地及び建物について帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損失を計上し

ております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、159百万円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結損益
計算書計上額

 銀行業務 リース業務 計

経常収益      

外部顧客に対する経常収益 12,372 3,708 16,080 － 16,080

セグメント間の内部経常収

益
68 198 267 △267 －

計 12,441 3,907 16,348 △267 16,080

セグメント利益 1,408 139 1,548 △3 1,544

（注）１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。
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（有価証券関係）

※　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。

 

１　満期保有目的の債券

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

国債 － － －

地方債 － － －

社債 23,680 23,920 239

その他 6,000 5,455 △544

合計 29,680 29,375 △305

 

当第３四半期連結会計期間（2020年12月31日）

 
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

国債 － － －

地方債 － － －

社債 22,918 23,152 234

その他 21,000 21,454 454

合計 43,918 44,607 689

 

２　その他有価証券

前連結会計年度（2020年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 6,712 8,751 2,039

債券 207,121 211,247 4,125

国債 68,171 70,586 2,415

地方債 106,134 107,415 1,280

社債 32,815 33,245 429

その他 129,905 128,246 △1,658

合計 343,739 348,245 4,506
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当第３四半期連結会計期間（2020年12月31日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 6,539 9,194 2,654

債券 201,834 205,124 3,289

国債 57,628 59,290 1,661

地方債 111,821 113,120 1,299

社債 32,384 32,712 328

その他 139,144 141,958 2,814

合計 347,518 356,277 8,758

（注）１　四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっておりま

す。

自行保証付私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規

引受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年

以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

２　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連

結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失とし

て処理（以下「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、68百万円（うち株式68百万円）であります。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、該当ありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し50％程度以上下落した場

合としております。また、時価が取得原価に対し、30％以上50％未満下落した場合は、過去一定期間におい

て時価が簿価あるいは評価損率が30％未満の水準まで達していない場合、時価が「著しく下落した」と判断

し、時価の回復可能性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うもの

としております。

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

EDINET提出書類

株式会社長野銀行(E03684)

四半期報告書

20/24



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 円 107.28 113.00

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 963 1,018

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 963 1,018

普通株式の期中平均株式数 千株 8,979 9,015

    

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益
円 91.52 96.66

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調

整額
百万円 － －

普通株式増加数 千株 1,546 1,524

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

 ―― ――

（注）　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、１株当たり四半期純利益及び

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己

株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期間66千株、当第３四半期連結累計期間53千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

中間配当

　第62期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）中間配当については、2020年11月12日開催の取締役会におい

て、2020年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し

配当を行っております。

中間配当金額 226百万円

１株当たりの中間配当金額 25円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2020年12月11日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２１年２月９日

株式会社長野銀行

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩崎　裕男　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 冨田　哲也　　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長野

銀行の２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(２０２０年１０月

１日から２０２０年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(２０２０年４月１日から２０２０年１２月３１日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長野銀行及び連結子会社の２０２０年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社長野銀行(E03684)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

